
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

１ 賃⾦の改定    

①①①①    平成平成平成平成25252525年中に年中に年中に年中に１１１１人平均賃金人平均賃金人平均賃金人平均賃金((((※※※※))))を引き上げた、または引き上げる予定の企業はを引き上げた、または引き上げる予定の企業はを引き上げた、または引き上げる予定の企業はを引き上げた、または引き上げる予定の企業は79.879.879.879.8％（前年％（前年％（前年％（前年

75.375.375.375.3％）で、昨年を上回りました。％）で、昨年を上回りました。％）で、昨年を上回りました。％）で、昨年を上回りました。        

平成平成平成平成25252525年の年の年の年の１１１１人平均賃金人平均賃金人平均賃金人平均賃金((((※※※※))))の改定額はの改定額はの改定額はの改定額は4,375 4,375 4,375 4,375 円（前年円（前年円（前年円（前年    4,036 4,036 4,036 4,036 円）、改定率は円）、改定率は円）、改定率は円）、改定率は1.51.51.51.5％（同％（同％（同％（同    1.41.41.41.4％）で、いずれ％）で、いずれ％）で、いずれ％）で、いずれ

も昨年を上回りました。も昨年を上回りました。も昨年を上回りました。も昨年を上回りました。    

(※)１人平均賃金……常用労働者の所定内賃金（時間外手当、休日手当等を除いた毎月支払われる賃金） 

の１人当たりの平均額をいう。 

２ 定期昇給等の実施 
①①①① 平成平成平成平成25252525年中に定期昇給を行った、または行う予定の企業は、管理職年中に定期昇給を行った、または行う予定の企業は、管理職年中に定期昇給を行った、または行う予定の企業は、管理職年中に定期昇給を行った、または行う予定の企業は、管理職59.459.459.459.4％（前年％（前年％（前年％（前年56.756.756.756.7％）、一般％）、一般％）、一般％）、一般

職職職職70.370.370.370.3％（同％（同％（同％（同    64.764.764.764.7％）で、管理職、一般職ともに昨年を上回りました。％）で、管理職、一般職ともに昨年を上回りました。％）で、管理職、一般職ともに昨年を上回りました。％）で、管理職、一般職ともに昨年を上回りました。        

②②②②    定期昇給制度がある企業のうち、平成定期昇給制度がある企業のうち、平成定期昇給制度がある企業のうち、平成定期昇給制度がある企業のうち、平成25252525年中にベースアップを行った、年中にベースアップを行った、年中にベースアップを行った、年中にベースアップを行った、又又又又は行う予定の企業は、管理職は行う予定の企業は、管理職は行う予定の企業は、管理職は行う予定の企業は、管理職

11.511.511.511.5％（前年％（前年％（前年％（前年9.89.89.89.8％）、一般職％）、一般職％）、一般職％）、一般職13.913.913.913.9％（同％（同％（同％（同    12.112.112.112.1％）で、管理職、一般職ともに昨年を上回りました。％）で、管理職、一般職ともに昨年を上回りました。％）で、管理職、一般職ともに昨年を上回りました。％）で、管理職、一般職ともに昨年を上回りました。    

３ 賃⾦の改定事情 
平成平成平成平成 25252525 年中に賃金の改定を実施し、または予定していて額も決定している企業について、賃金の改定の決定年中に賃金の改定を実施し、または予定していて額も決定している企業について、賃金の改定の決定年中に賃金の改定を実施し、または予定していて額も決定している企業について、賃金の改定の決定年中に賃金の改定を実施し、または予定していて額も決定している企業について、賃金の改定の決定

に当たり最もに当たり最もに当たり最もに当たり最も重視した要素をみますと、「企業の業績」とした企業が重視した要素をみますと、「企業の業績」とした企業が重視した要素をみますと、「企業の業績」とした企業が重視した要素をみますと、「企業の業績」とした企業が 58.658.658.658.6％（前年％（前年％（前年％（前年    52.052.052.052.0％）と最も多く、次いで、「親％）と最も多く、次いで、「親％）と最も多く、次いで、「親％）と最も多く、次いで、「親

会社又は関連（グループ）会社の改定の動向」会社又は関連（グループ）会社の改定の動向」会社又は関連（グループ）会社の改定の動向」会社又は関連（グループ）会社の改定の動向」5.05.05.05.0％（同％（同％（同％（同    6.36.36.36.3％）、「労働力の確保・定着」％）、「労働力の確保・定着」％）、「労働力の確保・定着」％）、「労働力の確保・定着」3.93.93.93.9％（同％（同％（同％（同    3.83.83.83.8％）となって％）となって％）となって％）となって

います。います。います。います。    

なお、「雇用の維持」とした企業はなお、「雇用の維持」とした企業はなお、「雇用の維持」とした企業はなお、「雇用の維持」とした企業は 2.52.52.52.5％（同％（同％（同％（同 5.85.85.85.8％）で、昨年よりも半分以下の割合に減少しました。％）で、昨年よりも半分以下の割合に減少しました。％）で、昨年よりも半分以下の割合に減少しました。％）で、昨年よりも半分以下の割合に減少しました。    

 

 

 

 

厚生労働省から、平成 25 年「賃金引上げ等の実態に関する調査」の結果が公表されました。 

これによりますと、平成 25 年中に、「基本給などの所定内賃金を引き上げた（又は引き上げる予定）の企業の割

合」、「定期昇給を行った（又は行う予定）の企業の割合」などが、昨年よりも増加したとのことです。この調査の

ポイントを紹介します。 

★この調査の対象となったのは、常用労働者 100 人以上の企業です。 

 景気の回復は、大企業→中堅企業→中小企業という順番にしか行われないといいますので、まだ景気の良さを実感で

きていない企業も多いのが現状かと思います。しかし、たとえば採用の場面などでは、「他社との比較」という視点も欠か

せません。 

 御社の賃金水準が競合他社と比べて適切なのか、ベースアップや昇給を行うべきか、など不安や疑問がありましたら、

お気軽にお問い合わせください。 

平成 25 年の賃⾦引上げ等実施企業は、昨年より増加！ 

調査結果のポイント 
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「割増「割増「割増「割増率率率率 50505050％以上」適用拡大の動き＆％以上」適用拡大の動き＆％以上」適用拡大の動き＆％以上」適用拡大の動き＆

三六協定三六協定三六協定三六協定チェックポイントチェックポイントチェックポイントチェックポイント    

 

◆「割増率◆「割増率◆「割増率◆「割増率 50505050％以上」中小企業へ適用拡大か？％以上」中小企業へ適用拡大か？％以上」中小企業へ適用拡大か？％以上」中小企業へ適用拡大か？    

厚生労働省の調査で、月 60時間超の法定時間外労

働に対し、割増賃金率を「25％超」としている中小

企業は１割強と少なく、さらにこのうち「50％超」

としていた割合は１割に満たなかったことが明らか

になりました。大企業については、平成 22年の労働

基準法改正により、月 60時間超の時間外労働に対す

る割増率を 50％以上にしなければならなくなりまし

たが、中小企業については、現在この規定の適用が猶

予されています。厚生労働省では、今回の調査結果を

踏まえて中小企業への適用拡大について検討を進め

る考えです。 

◆「三六協定」のチェックポイント◆「三六協定」のチェックポイント◆「三六協定」のチェックポイント◆「三六協定」のチェックポイント    

時間外労働・休日労働に関する協定届（三六協定）

を労働基準監督署に届け出ると、延長時間数の範囲内

であれば、会社は１日８時間、週 40時間を超えて時

間外労働を命じることができます。なお、三六協定と

は別に、就業規則や個別の雇用契約書等に時間外労

働・休日労働（所定時間外労働含む）の根拠規定を置

いておくことは必要です。 

三六協定に関する代表的なチェックポイントは、次

の通りです。 

・一定の規模があり、労務管理上、独立性があるよう

な支社等は、別に三六協定が必要である。 

・管理監督者、病欠、休職中の社員などの在籍するす

べての労働者（事業場の代表者を除く）が、「労働

者の過半数を代表する者」の選出に関する母数に含

まれる。 

・労働者の過半数代表として労働組合を締結主体とす

る場合、事業場ごとに、過半数以上を組織している

か（非正規労働者を当該労働組合が組織化していな

い場合は特に注意）。 

・従業員過半数代表は、事業場ごとの投票、挙手、持

ち回り決議など民主的な方法で選出する。 

・特別条項が活用できるのは、１年間あたり６回以内。 

・特別条項の「具体的事由」は具体的に明記する。 

◆行政指導や労災認定リスクにも◆行政指導や労災認定リスクにも◆行政指導や労災認定リスクにも◆行政指導や労災認定リスクにも    

三六協定の締結・届出は、毎年の業務のため流れで

行ってしまいがちですが、慎重に確認しながら進めな

いと、行政指導を受けたり、万が一社員が過労により

死傷したような場合には労災認定されて会社の義務

違反が問われたりすることにつながりかねません。 

上記に挙げたもの以外にもチェックすべきポイン

トはありますので、今一度、確認が必要です。 

 

平成平成平成平成 27272727年度就活解禁！今年の動向は？年度就活解禁！今年の動向は？年度就活解禁！今年の動向は？年度就活解禁！今年の動向は？    

◆中堅・中小企業での求人が増加傾向◆中堅・中小企業での求人が増加傾向◆中堅・中小企業での求人が増加傾向◆中堅・中小企業での求人が増加傾向    

12月 1日、いよいよ平成 27年春に卒業予定学生の

就職・採用活動が解禁になりました。現在、中堅・中

小企業の採用のスタンダードとなりつつある『リクナ

ビ』の掲載状況を見ると、掲載社数は 12月 1日時点

で前年比 26％増の 9,237 社。特に中堅・中小企業の

掲載数の増加が目立っており、企業の採用担当者や大

学のキャリアセンターなどの多くは「企業の採用意欲

が高まっている」と見ているようです。 

なお、今の大学２年生（平成 28年春卒業）の代か

らは、就職・採用活動の解禁は３年生の３月となるこ

ととなっており、面接などの選考開始は現在の「４年

生の４月」から「４年生の８月」に後ろ倒しされる予

定です。しかし、これは決して、「企業の採用基準が

緩和される」ということではありません。「採用計画

数を下回ったとしても、採用基準は下げず、基準を満

たした学生しか選ばない」という採用担当者の声も多

く、やはり「狭き門」であることには違いありません。 

◆「即戦力志向」は変わらない◆「即戦力志向」は変わらない◆「即戦力志向」は変わらない◆「即戦力志向」は変わらない    

また、最近の流れとして、「新卒でも即戦力を！」

という意思表示を明確にする企業が増えていますが、

今年もその流れは変わっていません。そうした流れを

受けて、正規授業で、電話の取次ぎやアポイントの入

れ方、商談の進め方といった営業のノウハウを教える

（単位を与える）大学も増えています。このあたりの

能力を備えているかどうかが大きな判断材料の１つ

となることが想定されています。 

 

「若「若「若「若者応援企業」って何？者応援企業」って何？者応援企業」って何？者応援企業」って何？    

◆すでに◆すでに◆すでに◆すでに 4,0004,0004,0004,000 社以上が登録社以上が登録社以上が登録社以上が登録    

いわゆる「ブラック企業」が話題となっていますが、



厚生労働省の審査を受けて「非ブラック企業」のお墨

付きをもらい、学生らにアピールする企業が増えてい

るようです。同省は今年４月、若者を積極的に雇用・

育成する企業を認定する「若者応援企業宣言事業」を

スタートさせましたが、今年 10 月末時点でこの宣言

をした企業は 4,375 社に上っているそうです。  

 

◆「若者応援企業」の定義◆「若者応援企業」の定義◆「若者応援企業」の定義◆「若者応援企業」の定義    

「若者応援企業」とは、一定の労務管理体制が整備

されており、若者のための求人を提出し、若者（35

歳未満）の採用・育成に積極的であり、通常の求人情

報よりも詳細な企業情報・採用情報を積極的に公表す

る中小・中堅企業のことをいいます。 

◆「若者応援企業」を名乗るには？◆「若者応援企業」を名乗るには？◆「若者応援企業」を名乗るには？◆「若者応援企業」を名乗るには？    

「若者応援企業」と名乗るためには、次の基準をす

べて満たしている必要があります。（１）学卒求人な

ど、若者対象のいわゆる「正社員求人」をハローワー

クに提出すること（２）「若者応援企業宣言」の事業

目的に賛同していること（３）過去３年度分の新卒者

の採用実績および定着状況などの就職関連情報を開

示していること（４）労働関係法令違反を行っていな

いこと（５）事業主都合による解雇または退職勧奨を

行っていないこと（６）新規学卒者の採用内定取消を

行っていないこと（７）都道府県労働局・ハローワー

クで取り扱っている助成金の不支給措置を受けてい

ないこと 

◆「若者応援企業」を名乗るメリット◆「若者応援企業」を名乗るメリット◆「若者応援企業」を名乗るメリット◆「若者応援企業」を名乗るメリット    

「若者応援企業」を名乗ることで、企業にとって以

下のようなメリットがあります。 

（１）ハローワークに提出される通常の求人情報に比

べて、より詳細な企業情報・採用情報を公表できる

ため、会社の職場環境・雰囲気・業務内容がイメー

ジしやすくなり、より適した人材の応募が見込まれ、

採用後の職場定着が期待できる。 

（２）都道府県労働局のホームページで、就職関連情

報も含めたＰＲシートを公表するため、会社の魅力

を広くアピールできる。 

（３）就職面接会などの開催について積極的に案内す

るため、若年求職者と接する機会が増え、より適し

た人材の採用が期待できる。 

（４）「若者応援企業」の名称を使用し、若者の育成・

採用に積極的であることを対外的にアピールする

ことができる。 

2013201320132013 年度年度年度年度のののの新入社員の意識の変化新入社員の意識の変化新入社員の意識の変化新入社員の意識の変化 

◆新入社員の意識に変化はあったか？◆新入社員の意識に変化はあったか？◆新入社員の意識に変化はあったか？◆新入社員の意識に変化はあったか？    

日本生産性本部が入社半年後の新入社員を対象に

実施した「2013 秋・若者意識アンケート」の調査結

果が発表されました。この調査は今回が 23 回目とな

り、新入社員の意識にいくつか変化が見られました。 

◆「スペシャリスト」志向の割合が増加◆「スペシャリスト」志向の割合が増加◆「スペシャリスト」志向の割合が増加◆「スペシャリスト」志向の割合が増加    

キャリアについて「１つの仕事や持ち場を長い間経

験させて、スペシャリスト（専門家）としてきたえる

職場」と「いろいろな仕事や持ち場を経験させて、ジ

ェネラリスト（会社全般の仕事が見渡せるような人）

としてきたえる職場」のどちらを希望するかという説

問に対し、「スペシャリストとしてきたえる職場」と

回答した割合は 48.8％でした。 

割合としては、「ジェネラリストとしてきたえる職

場」のほうが若干上回っていますが、今春に実施され

た前回調査と比較すると、「スペシャリストとしてき

たえる職場」のほうが 7.2 ポイントの上昇を見せてお

り、これは過去最高の変化幅だったようです。 

◆「キャリアに反する仕事を我慢するのは無意味」◆「キャリアに反する仕事を我慢するのは無意味」◆「キャリアに反する仕事を我慢するのは無意味」◆「キャリアに反する仕事を我慢するのは無意味」

が過去最高が過去最高が過去最高が過去最高    

次に、「自分のキャリアプランに反する仕事を我慢

して続けるのは無意味だ」という設問に対し、「そう

思う」と回答した割合が 42.4％（昨年比 15.9 ポイン

ト上昇）で、調査を開始した 2006 年以来過去最高の

変化幅となりました。 

また、「条件の良い会社があれば、さっさと移るほ

うが得だ」という設問に対し、「そう思う」と回答し

た割合が 41.4％（昨年比 5.2 ポイント上昇）となり

ました。さらに、転職について「あなたは１つの会社

に、最低でもどのくらい勤めるべきだと思います

か？」との設問に対しては、「１年」および「２～３ 年」

とする回答が 2011 年以来上昇し続け、過去最高の

44.5％となったことがわかりました。 

◆「自分の良心に反する仕事の指示には従わない」◆「自分の良心に反する仕事の指示には従わない」◆「自分の良心に反する仕事の指示には従わない」◆「自分の良心に反する仕事の指示には従わない」

回答が急増回答が急増回答が急増回答が急増    

「上司から、会社のためにはなるが自分の良心に反

する手段で仕事を進めるように指示されました。この

時あなたは…」と自分の考えを問う設問に対し、「指

示に従わない」と回答した割合が 16.4％（昨年比 6.9 

ポイントの上昇）で、こちらも 2006 年の調査開始以

来最高の変化幅だったようです。



 

    

４月の消費増税に備えた経済対策（「好循環実現のための経済対策」）が閣議決定されました。概要を紹介します。 

基本方針 
●●●●消費税率引上げによる駆け込み需要とその反動減緩和のため、来年度前半に需要が発現する施策に重点化すること。消費税率引上げによる駆け込み需要とその反動減緩和のため、来年度前半に需要が発現する施策に重点化すること。消費税率引上げによる駆け込み需要とその反動減緩和のため、来年度前半に需要が発現する施策に重点化すること。消費税率引上げによる駆け込み需要とその反動減緩和のため、来年度前半に需要が発現する施策に重点化すること。    

●●●●一時的な反動減の緩和のみならず、力強い成長軌道に早期に復帰できるよう、経済の成長力底上一時的な反動減の緩和のみならず、力強い成長軌道に早期に復帰できるよう、経済の成長力底上一時的な反動減の緩和のみならず、力強い成長軌道に早期に復帰できるよう、経済の成長力底上一時的な反動減の緩和のみならず、力強い成長軌道に早期に復帰できるよう、経済の成長力底上げに資するとともに、げに資するとともに、げに資するとともに、げに資するとともに、

持続的な経済成長の実現に資するため、消費や設備投資の喚起など民間需要やイノベーションの誘発効果が高い施策持続的な経済成長の実現に資するため、消費や設備投資の喚起など民間需要やイノベーションの誘発効果が高い施策持続的な経済成長の実現に資するため、消費や設備投資の喚起など民間需要やイノベーションの誘発効果が高い施策持続的な経済成長の実現に資するため、消費や設備投資の喚起など民間需要やイノベーションの誘発効果が高い施策

に重点化し、未来への投資とすること。に重点化し、未来への投資とすること。に重点化し、未来への投資とすること。に重点化し、未来への投資とすること。    

本対策の施策と規模  
施 策 国 費 事業規模 

Ⅰ．競争力強化策  1.4 兆円程度 13.1 兆円程度 

Ⅱ．女性・若者・高齢者・障害者向け施策……下記参照 0.3 兆円程度 0.4 兆円程度 

Ⅲ. 復興、防災、安全対策の加速 3.1 兆円程度 4.5 兆円程度 

Ⅳ．低所得者・子育て世帯への影響緩和、駆け込み需要

及び反動減の緩和  

0.6 兆円程度 0.6 兆円程度 

 合合合合    計計計計    5.5.5.5.4444 兆円程度兆円程度兆円程度兆円程度((((注注注注))))    18.618.618.618.6 兆円程度兆円程度兆円程度兆円程度    

(注) このほか、地方交付税交付金の増 1.2 兆円、公共事業等の国庫債務負担行為 0.3 兆円、財政融資 0.1 兆円 

Ⅱの施策の主要部分の概要 
・女性の力が社会の様々な分野で最大限発揮される「女性が輝く社会」の実現に向け、女性の力が社会の様々な分野で最大限発揮される「女性が輝く社会」の実現に向け、女性の力が社会の様々な分野で最大限発揮される「女性が輝く社会」の実現に向け、女性の力が社会の様々な分野で最大限発揮される「女性が輝く社会」の実現に向け、女性の雇用女性の雇用女性の雇用女性の雇用

拡大や処遇改善の取組等の支援、民間人材ビジネスを活用した就業支援、育児等でキャリアブ拡大や処遇改善の取組等の支援、民間人材ビジネスを活用した就業支援、育児等でキャリアブ拡大や処遇改善の取組等の支援、民間人材ビジネスを活用した就業支援、育児等でキャリアブ拡大や処遇改善の取組等の支援、民間人材ビジネスを活用した就業支援、育児等でキャリアブ

ランクがある求職者の雇用促進、育児休業中及び復職後の能力アップの取組支援、女性の登用ランクがある求職者の雇用促進、育児休業中及び復職後の能力アップの取組支援、女性の登用ランクがある求職者の雇用促進、育児休業中及び復職後の能力アップの取組支援、女性の登用ランクがある求職者の雇用促進、育児休業中及び復職後の能力アップの取組支援、女性の登用

の促進の促進の促進の促進に取り組む。に取り組む。に取り組む。に取り組む。    

・若者全てがその能力を存分に伸ば・若者全てがその能力を存分に伸ば・若者全てがその能力を存分に伸ば・若者全てがその能力を存分に伸ばし、成長の原動力としての若者の活躍を促進するため、職業訓し、成長の原動力としての若者の活躍を促進するため、職業訓し、成長の原動力としての若者の活躍を促進するため、職業訓し、成長の原動力としての若者の活躍を促進するため、職業訓

練機会の充実、民間人材ビジネスを活用した就業支援や正社員就職支援などの取組を強化する。練機会の充実、民間人材ビジネスを活用した就業支援や正社員就職支援などの取組を強化する。練機会の充実、民間人材ビジネスを活用した就業支援や正社員就職支援などの取組を強化する。練機会の充実、民間人材ビジネスを活用した就業支援や正社員就職支援などの取組を強化する。    

・消費税率の引上げに加え、平成・消費税率の引上げに加え、平成・消費税率の引上げに加え、平成・消費税率の引上げに加え、平成 26262626 年４月の年金の特例水準解消等を考慮し、年４月の年金の特例水準解消等を考慮し、年４月の年金の特例水準解消等を考慮し、年４月の年金の特例水準解消等を考慮し、老齢基礎年金、障害基礎年金等の受給者老齢基礎年金、障害基礎年金等の受給者老齢基礎年金、障害基礎年金等の受給者老齢基礎年金、障害基礎年金等の受給者

について簡素な給付措置（臨時福祉給付金（仮称））に加算措置を講ずるについて簡素な給付措置（臨時福祉給付金（仮称））に加算措置を講ずるについて簡素な給付措置（臨時福祉給付金（仮称））に加算措置を講ずるについて簡素な給付措置（臨時福祉給付金（仮称））に加算措置を講ずる。また、。また、。また、。また、生涯現役社会の実現に向けた高齢者の生涯現役社会の実現に向けた高齢者の生涯現役社会の実現に向けた高齢者の生涯現役社会の実現に向けた高齢者の

就業支援等を推進する就業支援等を推進する就業支援等を推進する就業支援等を推進する。。。。    

・・・・70707070～～～～74747474 歳の医療費自己負担については、歳の医療費自己負担については、歳の医療費自己負担については、歳の医療費自己負担については、平成平成平成平成 26262626 年度から新たに年度から新たに年度から新たに年度から新たに 70707070 歳になる者から段階的に法定の負担割合（２割）とす歳になる者から段階的に法定の負担割合（２割）とす歳になる者から段階的に法定の負担割合（２割）とす歳になる者から段階的に法定の負担割合（２割）とす

るるるる方向で検討方向で検討方向で検討方向で検討し、所要額を当初予算に計上する。これに併せ、し、所要額を当初予算に計上する。これに併せ、し、所要額を当初予算に計上する。これに併せ、し、所要額を当初予算に計上する。これに併せ、高額療養費の見直し高額療養費の見直し高額療養費の見直し高額療養費の見直しも平成も平成も平成も平成 27272727 年１月実施の方向で検討す年１月実施の方向で検討す年１月実施の方向で検討す年１月実施の方向で検討す

る。また、る。また、る。また、る。また、後期高齢者医療の保険料軽減特例措置についても、段階的な見直し後期高齢者医療の保険料軽減特例措置についても、段階的な見直し後期高齢者医療の保険料軽減特例措置についても、段階的な見直し後期高齢者医療の保険料軽減特例措置についても、段階的な見直しを前提に検討に着手する。を前提に検討に着手する。を前提に検討に着手する。を前提に検討に着手する。    

 

 

 

 

 

 

 

◆あとがき◆ あけましておめでとうございます。本年もどうぞよろしくお願いいたします。年末に複合機を替えましたが、
リース契約は契約時の税率で据え置きになるそうです。⼀方助成⾦は新しいのが出そうですね。 

1/311/311/311/31 ●●●●労働者死傷病報告書の提出（休業労働者死傷病報告書の提出（休業労働者死傷病報告書の提出（休業労働者死傷病報告書の提出（休業 4444 日未満日未満日未満日未満

のののの 10101010 月～月～月～月～12121212 月の労災事故について報告）月の労災事故について報告）月の労災事故について報告）月の労災事故について報告）        

                ●●●●税務署へ法定調書（源泉徴収票・報酬等支税務署へ法定調書（源泉徴収票・報酬等支税務署へ法定調書（源泉徴収票・報酬等支税務署へ法定調書（源泉徴収票・報酬等支

払調書・配当・剰余金の分配支払調書・法払調書・配当・剰余金の分配支払調書・法払調書・配当・剰余金の分配支払調書・法払調書・配当・剰余金の分配支払調書・法

定調書合計表）の提出定調書合計表）の提出定調書合計表）の提出定調書合計表）の提出    

                ●●●●市区町村への給与支払報告書の提出市区町村への給与支払報告書の提出市区町村への給与支払報告書の提出市区町村への給与支払報告書の提出    

                ●●●●11111111 月決算法人の確定申告・月決算法人の確定申告・月決算法人の確定申告・月決算法人の確定申告・5555 月決算月決算月決算月決算法人の法人の法人の法人の

中間申告中間申告中間申告中間申告    

                ●●●●２２２２月・月・月・月・５５５５月・月・月・月・８８８８月決算法人の消費税の中間月決算法人の消費税の中間月決算法人の消費税の中間月決算法人の消費税の中間    

                            申告申告申告申告    

経済効果は、実質 GDP 比概ね１％程度、雇用創出 25 万人程度と見込まれるとされています。 
また、経済の好循環を早期に実現する観点から、所得拡大促進税制の拡充・復興特別法人税の廃止（１年前倒し）も行う予
定で、経団連や日本商工会議所などの経済界の評価も高いようです。 

「好循環実現のための経済対策」が決定されました！ 特 集 

1/101/101/101/10 ●●●●一括有期事業開始届の提出（建設業）一括有期事業開始届の提出（建設業）一括有期事業開始届の提出（建設業）一括有期事業開始届の提出（建設業）        

主な対象事業：概算保険料主な対象事業：概算保険料主な対象事業：概算保険料主な対象事業：概算保険料 160160160160 万円未満で万円未満で万円未満で万円未満で

かつ請負金額がかつ請負金額がかつ請負金額がかつ請負金額が 1111 億億億億 9000900090009000 万円未満の工事万円未満の工事万円未満の工事万円未満の工事    

                    ●●●●12121212 月分の源泉所得税、月分の源泉所得税、月分の源泉所得税、月分の源泉所得税、    

住民税特別徴収税額の納付住民税特別徴収税額の納付住民税特別徴収税額の納付住民税特別徴収税額の納付    

1/201/201/201/20    ●●●●源泉所得税の特例納付（源泉所得税の特例納付（源泉所得税の特例納付（源泉所得税の特例納付（7777 月～月～月～月～12121212 月月月月分分分分））））    

1/311/311/311/31 ●●●●12121212 月分健康保険料・厚生年金保険料の月分健康保険料・厚生年金保険料の月分健康保険料・厚生年金保険料の月分健康保険料・厚生年金保険料の    

                        支払支払支払支払    

                ●●●●労働保険料の納付（延納第労働保険料の納付（延納第労働保険料の納付（延納第労働保険料の納付（延納第 3333 期分）期分）期分）期分）    

お仕事 
カレンダー 


